
[bookmark: _GoBack]（様式第１号）
                                                      　　　    令和　　年　　月　　日

観音寺市長　佐伯　明浩　宛て

                                        住　　　所
                                        氏　　　名  　                            ㊞
　　                                     （法人の場合は名称及び代表者）
                                        電話番号
 

応　募　申　請　書

　観音寺市燧望苑喫茶コーナーの営業事業者募集について、次のとおり関係書類を添えて申請します。


　　　添付書類
1 参加資格に係る誓約書（様式第２号）
2 見積書（様式第３号）
3 市税に滞納がない証明書
4 各種営業許可・資格証等の写し

　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）法人の場合は担当者
	氏　　　　名
	

	(※）所属部署名
	

	住所又は所在地
	

	Ｔ　Ｅ　Ｌ
	

	Ｆ　Ａ　Ｘ
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	











　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　

（様式第２号）
令和　　年　　月　　日

観音寺市長　佐伯　明浩　宛て

住　　　所
                                        氏　　　名  　                            ㊞
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人の場合は名称及び代表者）
           
  　　　　　　　　　　　　　参加資格に係る誓約書


観音寺市燧望苑喫茶コーナーの営業事業者募集の申し込みにあたり、下記のとおり誓約します。

記

□　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない。

□　観音寺市物品の買入れ等に係る指名停止等措置要領による指名停止期間中でない。

□　破産法（平成16年法律第75号）による破産手続開始の申立て、会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされていない。

□　次に掲げる団体等でない。
・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある団体
・政治上の主義を推進し、支持し又はこれに反対することを主たる目的としている団体及び特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職という。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にあたる者又は政党を推薦し、支持し、又はこれに反対することを目的としている団体
・宗教の教義を広め、儀式行為を行い、又は信者を教化育成することを主たる目的としている団体

　　□　観音寺市内に本社（営業所）を有する業者、又は観音寺市内に住所を有する者で、自らの名義で食品衛生法上の許可を受けることができる。

　　□　観音寺市の市税、水道料金及び下水道使用料の滞納がない。

　　□「観音寺市燧望苑喫茶コーナーの営業事業者募集に係る仕様書」の内容を遵守できる。
※　該当する項目の□欄にレ点を記入すること。
（様式第３号）
令和　　年　　月　　日


　観音寺市長　佐伯　明浩　宛て

                                        住　　　所
                                        氏　　　名  　                            ㊞
　　                                   （法人の場合は名称及び代表者）


見　　積　　書

観音寺市燧望苑喫茶コーナーの営業に係る使用料について、下記のとおり提案します。

　
	年間使用料
	
	
	
	
	
	
	
	
	円


　　
　　　　　　





　　　　件　　名　  観音寺市燧望苑喫茶コーナーの営業事業者募集
　　
　　　　備　　考　 １　上記金額には電気料及び水道料は含まない。
　　　　　　　　　 ２　見積金額は消費税及び地方消費税を含む金額を記入すること。
　　　　　　　　　 ３　見積金額はアラビア数字をもって消し難いもので記載するとともに、
　　　　　　　　　　 　頭書に￥の記号を付記すること。
　　　　　　　　　 ４　見積金額は訂正しないこと。
　

